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1．はじめに
　2008 年に人口減少社会に突入した日本は、国立社会保障・人口問題研究
所の推計によると、2050（平成 62）年に 1 億人を割るとされ、人口減少へ
の対応が喫緊の社会的課題になっている。こうした事態に対応すべく、国
は、「まち・ひと・しごと創生法」（2014 年 11 月 28 日施行・公布）を制定し、
ようやく人口減少政策に着手した。
　同法 1 条の目的によれば、「我が国における急速な少子高齢化の進展に的
確に対応し、人口の減少に歯止めをかけるとともに、東京圏への人口の過度
の集中を是正し、それぞれの地域で住みよい環境を確保して、将来にわたっ
て活力ある日本社会を維持していくためには、国民一人一人が夢や希望を持
ち、潤いのある豊かな生活を安心して営むことができる地域社会の形成、地
域社会を担う個性豊かで多様な人材の確保及び地域における魅力ある多様な
就業の機会の創出を一体的に推進すること（以下「まち・ひと・しごと創生」
という。）が重要となっていることに鑑み、まち・ひと・しごと創生について、
基本理念、国等の責務、政府が講ずべきまち・ひと・しごと創生に関する総
合的かつ計画的に実施するための計画（以下「まち・ひと・しごと創生総合
戦略」という。）の作成等について定めるとともに、まち・ひと・しごと創
生本部を設置することにより、まち・ひと・しごと創生に関する施策を総合
的かつ計画的に実施することを目的とする」としている。
　国は同上第 8 条に基づき、『まち・ひと・しごと創生長期ビジョン』（以下、
「長期ビジョン」）及び『まち・ひと・しごと創生総合戦略』（以下、「総合戦
略」）を策定し、2015 年 12 月 24 日には閣議決定された。「長期ビジョン」は、
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「地方が成長する力を取り戻し、急速に進む人口減少を克服する」ため、「国
と地方が総力を挙げて取り組む上での指針」として、2060 年に 1 億人程度
の人口を確保する中長期的展望が提示された。「総合戦略」は、2015 年から
2019 年までを計画期間として、地方が自立につながるよう自らが考え、責
任を持って戦略を推進すべく、情報支援（地域経済分析システム等）、財政
支援（地方創生推進交付金等）、人的支援（地方創生人材支援制度、地方創
生コンシェルジェ制度等」などの支援策が示され、すでに 2回の改定を経て
実施されている。
　一方、第 9条及び第 10 条において示された「都道府県まち・ひと・しご
と創生総合戦略」及び「市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略」について
は、基本的な計画は努力義務とされたものの、全国の地方公共団体は一斉に
策定作業に入り、国の長期ビジョンに対応した「人口ビジョン」と地方版の
「総合戦略」が、ほぼ 2015 年度内には策定されている1。
　このような地方創生をめぐる動向を踏まえ、本稿は、人口減少時代におけ
る地方の再生のありかを探るべく、「山口県下関市」を事例として、「人口ビジョ
ン」及び「地方版総合戦略」を手掛かりに解明することを目的とする。その際、
国の長期ビジョンに示された「自らの地域資源
4 4 4 4
を活用した、多様な地域社会
の形成をめざす」という点に注目し、地方自らがいかに地域資源を掘り起こし、
地域創生戦略に活かしているかの視点から分析を行うこととした。
　山口県下関市は、山口県下で最も人口が多い都市であり、2008 年 2 月の
旧下関市と周辺 4町の合併後、同年 10 月には山口県下で唯一の中核都市に
指定された。しかし、下関市の人口は 1980 年の 325,478 人をピークに減少が
進み、2015 年 10 月 1日現在、268,517 人（国勢調査人口）にまで減少し、今
後も減少が見込まれている。また、高齢化の進展も著しく、2015 年 10 月 1
1　内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局が実施した 2016 年 3 月 31 日現在
の地方人口ビジョン及び地方版総合戦略の策定状況は、47 都道府県（100％）、
1,737 市区町村（99.8％）であった（『地方人口ビジョン及び地方版総合戦略策
定状況』（2015 年 4 月 19 日発表）
232443_首都大_都市政策_第11号-4校.indb   16 2017/03/07   19:06:01
17
地方創生と地域資源 ― 山口県下関市の事例研究 ―（和田　清美・魯ゼウォン）
日現在の高齢化率は、33.0％に達し、中核市の中で最も高い水準にある。下
関市は水産業・造船業で栄えた歴史をもち、「下関ふぐ」の地域ブランドは
全国的に名高く、多くの産業・観光資源を有する都市である。また、海外と
りわけ韓国・釜山との往来が古くから盛んな都市でもあるなど、地域創生の
要である「地域資源」は豊富であることが事例として取り上げた理由である。
　以上から、本稿は、まず下関市の「人口ビジョン」及び「総合戦略」の概
要を説明した上で、筆者らが下関市の豊富な「地域資源」のうち地域創生戦
略として注目をした「住民・市民活動」と「外国人＝都市間交流」の二つを
取り上げ、地域創生戦略としての可能性と課題を論じる。
　なお、本稿執筆にあたっては、2016 年 3 月及び 11 月の現地調査の成果に
基づいている。とりわけ、11 月調査は、リトル釜山フェスタの参与視察及
び関連機関・参加者へのヒアリング調査を実施した。
2．下関市の「人口ビジョン」「総合戦略」の概要
（1）下関市の位置
　下関市は、本州の最西端、山口県の西部に位置している。福岡県北九州市
とは狭いところでは約 700m という関門海峡を境にして隣接し、JR、関門自
動車道、関門国道トンネルなどの広域交通網でも連絡している。また、関門
海峡は響灘と周防灘、日本海と瀬戸内海を結ぶ海上交通の要衝となっている。
また、韓国・釜山までは 250km、中国上海までは 900km と非常に近く、ア
ジア諸国との近接性に優れている。1988 年に国際ターミナルが完成し、釜山、
青島、上海との定期フェリーが就航している。市域は、東西約 30km、南北
約 50km、総面積約 715.9km2（下関都市計画区域 224.2km2、豊浦都市計画
区域 75.8km2）となっている。　　
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　　（出典：『下関市都市計画マスタープラン』（2010）p6）
（2）『下関市人口ビジョン』（2015 年 10 月）の概要
　さて、前述のとおり、下関市の人口は 1980 年の 325,478 人をピークに減
少が進み、2015 年 10 月 1 日現在の人口は 268,517 人（国勢調査人口）で、
1950（昭和 25）年の水準にまで落ち込んでいる。同年の高齢化率は 33.0％
に達し、全国平均（26.6％）よりも 6.3 ポイント高い。この実態を踏まえ、
下関市は、『人口ビジョン』策定をめぐって以下のような認識を示している。
　「昨年 5 月に民間の有識者で構成する日本創成会議が、2040 年までに 若
年女性が半減する自治体は将来的に消滅する可能性が高いとして発表した
『消滅可能性 都市』に本市は該当しなかったものの、減少率は 48.4％であり、
危機的な状況に変わりはありません。こうしたことから、このたび、本市の
人口の現状と将来の姿を示し、人口減少をめぐる問題に関する市民の認識の
共有を目指すとともに、今後本市が目指すべき将来の方向を提示することを
目的に、『下関市人口ビジョン』を策定しました」（p1）。
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注）下関市の総人口は、2015年現在の市域の人口を集計。
資料）総務省「国勢調査」、下関市「統計しものせき」を筆者修正。
下関市総人口 人口増加率（下関市） 人口増加率（山口県） 人口増加率（全国）
図 1　下関市の総人口の推移
　『人口ビジョン』では、このような人口減少の背景として、①交流拠点の優
位性の喪失（関門国道トンネルの開通、関門橋開通、山陽新幹線全線開通、
航空交通網の整備）、②遠洋漁業基地としての優位性の低下、③造船不況の深
刻化に伴う基幹産業が停滞、④全国的な人口減少・少子高齢化の進展をあげ
ている（p1）。
　『人口ビジョン』は、人口の現状分析（①総人口の推移、②年齢 3区分別
人口の推移、③自然増減及び社会増減の推移、④総人口に与えてきた自然増
減と社会増減の影響、⑤出生に関する動向分析、⑥死亡に関する動向分析、
⑦移動に関する動向分析、⑧産業別の就業状況や雇用状況）を行い、「図 2　
将来人口推予測」が提示されている。2020 年 255,857 人、2030 年 226,765 人、
そして 2040 年 197,302 人と 20 万人を下回り、2060 年には 2015 年現在の半
分近くの 144,078 人まで減少するとの予測結果となっている（p25）。高齢化
率は、2040 年には 39.2％、2060 年には 41.5％までに上昇し、5 人にうち 2
人が高齢者の時代を迎えると推計されている。
　このような人口減少下にあっても活力を失わないように、また人口減少へ
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の歯止めとなる取り組みとして、①「しごと」の確保、②人口の社会減少対
策（若者・女性の定住促進、交流人口の増加）、③人口の自然減少対策、④
地域社会の形成をあげている。その結果、社会減少と自然減少に歯止めがか
かった場合には、下関市の独自試算として、「図 3　下関市の将来人口推計
の比較」にあるように人口減少が和らぐと推計されている（p68）。
図表 2-1 下関市の将来人口推計
資料）まち・ひと・しごと創生本部事務局「将来推計用ワークシート」
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 （出典：『下関市人口ビジョン』（2015）p25）
図 2　下関の将来人口予測（国立社会保障・人口問題研究所推計を準拠とした試算）
図表 5-2 将来展望人口と社人研パターンの超長期的見通し（総人口）
資料）下関市独自試算
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 （出典：図 2 に同じ。p68）
図 3　下関市の将来人口推計の比較（下関市独自試算）
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（3）『下関市まち・ひと・しごと創生総合戦略』（2015 年 10月策定）の概要
　下関市の人口減少は 1980 年以降急速を進んだことを見てきたが、この時
期わが国は、バブル経済を背景に、東京と地方の格差の問題が深刻化した時
期であった。以来、地方はこの解決に向けた政策展開を継続的に進めてきて
おり、下関の場合も同様である。直近の『第 2次下関市総合計画』（2015 年
8 月策定）では、人口減少・少子高齢化対策を最重要課題としている。その
ため、下関市の『総合戦略』の特徴は、「『下関市まち・ひと・しごと創生総
合戦略』は、『第 2次下関市総合計画』の中で、人口減少・少子高齢化対策
及びまち・ひと・しごと創生に資する施策を戦略化し、実践的な取り組みを
重点的に推進するための計画として策定」（p1）したところにある。
　計画は、4つの基本目標と 10 の目標指標を示した「Ⅰ総合戦略」と、具
体的な取り組みを記載した「Ⅱアクションプラン」から構成されており、計
画期間は、2015 年度から 2019 年度の 5年間としている。なお、目標指標は
重要業績指標（KPI）を設定している。
　4つの基本目標と 10 の目標指標を簡単に紹介すると、基本目標は、①地
域産業の強化、しごとの確保を促進する（目標指標：生産性の向上、就業率
の上昇）、②下関に集う人、下関に暮らす人を増やす（目標指標：交流人口
の増加、純移動率の縮小）、③いのちを大切にし、子どもを産み育てやすい
環境を整える（人口の自然増減率の維持、健康寿命の延伸、市民満足度の向
上）、④地域の活力を活かし、持続可能な地域社会をつくる（まちづくりの
取り組みとまちの魅力の満足度及び居住意向割合の向上）である。さらにそ
れぞれに実施事業が設定されている。以上の内容は、「表 1　基本目標と施
策の柱の構成」に示すとおりである。
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表 1　基本目標と施策の柱の構成
　（出典：『下関市まち・ひと・しごと創生総合戦略』（2015）p57）
1.地域産業の強化、
しごとの確保を促
進する
(1)生産性（市内就業
者 1 人当たり総生
産）の向上
(2)就業率の上昇
①効率性の向上
②付加価値の向上と販路の拡大
①就業・雇用の促進
②起業・創業の支援
2.下関に集う人、下
関で暮らす人を増
やす
(2)純移動率の縮小
(1)交流人口の増加
①情報発信と誘致・誘客の強化
②交流の促進
①定住の促進
②若者雇用の促進
③若者・女性に魅力あるまちづくり
3.いのちを大切に
し、子どもを産み育
てやすい環境を整
える
(1)人口の自然増減
率の維持
①結婚に関する希望の実現
(3)「下関市は、安心し
て子どもを産むことが
でき、育てやすいまち」
であると感じている市
民の割合の向上
②いのちを大切にする社会の形成
(2)健康寿命の延伸 ①健康でいきいきと暮らせる環境の整備
①子ども・子育て支援の充実
②「未来
あ す
を創る 下関の教育」の推進
4.地域の力を活か
し、持続可能な地
域社会をつくる
(1)「住民自治によるま
ちづくりの取組みが進
んできた」と感じてい
る市民の割合の向上
(2)「地域に応じた都市
機能が充実し、まちの
にぎわいや魅力があ
る」と感じている市民
の割合の向上
(3)「これからも下関に
住み続けたい」と思う
市民の割合の向上
①住民自治によるまちづくりの推進
①時代にあった持続可能なまちづく
り
②魅力的な都市空間づくり
①下関への愛着・自信・誇り（シ
ビックプライド）の醸成
②「住み続けたい下関」の創生
基本目標と施策の柱の構成
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　前述の「総合戦略」の基本目標及び目標指標に対応した施策として、筆者
らは、「住民自治によるまちづくの推進」と「交流の促進」の 2つに注目し、
これを推進するための「地域資源」として、前者ではその源泉となる「住民・
市民活動」を、後者では、韓国・釜山からの移住・交流の歴史をもつ「外国
人＝都市間交流」を取り上げ、その実態と課題について述べることとする。
3．地域資源としての「住民・市民活動」
　前述のとおり、「総合戦略」における「住民自治によるまちづくり」の推
進には、住民・市民の諸活動がその前提にある。そのため、本章の課題は、
下関市の住民・市民活動の実態の把握にある。住民活動については自治会活
動を、市民活動については「しものせき市民活動センター」への登録団体か
らみていくこととする。その上で、現在下関市が推進している「まちづくり
協議会」の事業について紹介することとする。
（1）一市 4町合併とコミュニティ再編
　下関市は、2005 年 2 月旧下関市と旧豊浦郡 4 町（旧菊川町、旧豊田町、
旧豊浦町、旧豊北町）が合併した。合併から 10 年を経過した 2015 年 9 月
30 日、下関市は『連携中枢都市宣言』を行った。これは、国が定める「連
携中枢都市圏構想推進要綱」（目的：地方圏において相当の規模と中核性を
備える圏域の中心都市が近隣の市町村と連携し、人口減少に対する、いわば
「地方が踏みとどまるための拠点」の形成）に基づいたもので、下関市の場
合は、本市域をもって連携中枢都市圏の形成を宣言したものである。
　『宣言書』によれば、「旧下関市と旧豊浦郡 4町は古くから『豊関地域』と
呼ばれ、自立して生活圏域を形成してきた歴史をもち、現在も一つの生活圏
を有して」おり、「中核的な医療施設や主要な広域駅、大規模な商業集積や
文化施設など一定の都市機能集積がある旧下関市が 4町地域の住民の共生や
日常生活を支えている機能を担っている一方で、旧町地域の有する良好な自
然環境等が生活面の多様性を補完しており、都市機能・生活機能の両面で完
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結型の都市」であるという（『連携中枢都市宣言』、p1）。
　とはいえ、合併は、旧下関市と旧豊浦郡 4 町のコミュニティ再編を促した。
具体的には、旧市町ごとに組織されていた連合自治会の再編である。つまり、
旧下関市には「下関市連合自治会」が、旧 4 町には「自治会連合会」が組織
されていたが、新下関市誕生ともに、5 つを統合し、新たに「下関市連合自
治会」が発足した。
（2）住民・市民活動の実態
①自治会活動
　さて、前述の「下関市連合自治会」は、2016 年 10 月 1 日現在、67 の自治
連合会から構成される。この下に、807 の単位自治会（21 自治会未加盟）が
会員として加盟している。
　自治会への加入率は、2016 年 10 月 1 日現在、80.6％になっている。2005
年段階での加入率は 88.0％であったが、この 10 年で約 9 ポイントが低下し
ている。とりわけ、近年開発が進む旧下関地域（78.1％）や菊川地域（76.2％）
では 80％に達していない2。そのため、連合自治会では、自治会未加入世帯を
促進するため「自治会加入促進用チラシ」を作成し、市役所、4 総合支所及
び 12 支所の住民登録窓口において市外からの転入者及び市内転居者への配
布を市に依頼している。
　『下関市連合自治会』の資料によれば、2015 年度の活動として、①コミュ
ニティづくり（コミュニティづくりや地域の活性化に資する各種協議会委員
の就任、他）、②防犯、青少年健全育成、交通安全、③快適環境づくり（美
化美化（ぴかぴか）大作戦、ふくふく健康 21 計画への参加、他）、④社会福
祉（社会福祉協議会、社会福祉審議会、民生委員推薦会などの委員就任、他）
があげられている（p3）。
　下関市は、連合自治会との間で、市報の配布や市からの重要な情報、役に
立つお知らせの回覧及び掲示板への掲示業務等の委託契約を締結し、連合自
2 市民文化部市民文化課提供の資料による。
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治会に加入している自治会に対して業務委託料が支払われている3。また、自
治会への補助制度は、【市からの補助金】として、①コミュニティセンター
助成（新築：対象事業経費の 4/10 の額、限度額 580 万）、②町民館整備事業
等補助金（修繕：対象事業費の 4/10 の額、限度額 580 万）、③町内掲示板設
置事業等補助金対象事業経費の 4/10 の額、限度額上限 4 万）がある。【防犯
協会からの助成金】として、①防犯灯新設補助（9,500 円）、②防犯灯切替補
助（3,000 円）、③防犯灯電気代補助（4 ～ 10 月分）がある。【その他】として、
再資源化推進事業奨励金や、街路樹愛護会報償費、公園愛護会報奨会などの
各制度がある4。
②市民活動
　下関市は、行政と市民活動団体とが連携したまちづくりを進めるため、ま
た、その活動を支援するために「しものせき市民活動センター」を、2007
年 5 月に開設した。センターでは、①市民活動を始めるきっかけ作り、②一
緒に活動するための仲間づくり、③活動に関する情報収集などの事業展開を
し、市民活動の場及び市民と市民がふれあうことのできる交流の場として活
用されている。
　本センターの市民活動登録団体は、2017 年 1 月 6 日現在 237 となって
いる5。分野別にみると、保健・医療・福祉が 60 団体で最も多く、以下学術・
文化・芸術・スポーツ 48 団体、まちづくり 29 団体、子どもの健全育成 29 団体、
環境保全 19 団体、国際協力・国際交流 10 団体、社会教育 10 団体、人権擁
護・平和推進 8 団体、地域安全 6 団体、観光の振興 5 団体、消費者の保護 5
団体、農山漁村・中山間地域支援 2 団体、男女共同参画 2 団体、市民活動団
体支援 2 団体、経済活性化 1 団体、その他 1 団体となっている。なお、災害
援助、情報化推進、科学技術振興、職能力開発・雇用促進の団体は登録がない。
3 『自治会結成のメリットについて』に基づく。
4 『自治会結成のメリットについて』に基づく。
5 『しものせき市民活動センター』市民活動登録団体の紹介
 http://www.city.shimonoseki.yamaguchi.jp/NPO/【2016/2/26 閲覧】
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　また、市は、市民と市民、市民と行政のパートナーシップの推進を目的に、
「下関市民協働参画条例」（2003 年 6 月 1 日施行）を制定した。これに基づき、
下関市は、「第 3 次下関市市民活動促進基本計画」を策定すべく、その基本
資料として 2014 年 12 月「市民活動状況調査」を実施した。市内 181 団体の
回答を得た市民活動団体調査結果（回収率 71.3％）によると6、団体規模では
50 人以下の団体が 65.7％を占め、年齢では 60 代・70 代が半数以上を占めて
いる。他の市民団体とのつながりを持っている割合は 59.7％、地元地域（自
治体等）とのつながりを持っている割合は 55.2％となっており、団体の 6 割
が団体間・地元地域間のつながりを持っていることがわかる。このような実
態は、後述の「まちづくり協議会」設置に繋がる可能性をもっていると考え
られる。
（3）まちづくり協議会の設置と展望
　さて、前掲『総合戦略』の施策の中に、「住民自治によるまちづくり」が
挙げられており、重要業績評価指標（KPI）としては「まちづくり協議会の
設置率」が示されている。「まちづくり協議会」とは、『第 2 次下関市総合計
画』に基づいた分野別計画である「下関市住民自治によるまちづくり推進計
画」において示された住民自治によるまちづくりの仕組みを指している。
　本計画によれば、まちづくり協議会の地区は、自治連合会のまとまりを基
礎とした概ね中学校区を想定している（図 4 参照）。また、まちづくり協議
会の組織体制は、運営委員会のもとに、活動部会として、①総務部会（広報・
広聴活動、他の部会に属さないこと）、②健康福祉部会、③子ども部会、④安全・
安心部会、⑤環境部会、⑥地区の特性に応じた部会などから構成されるとし
ている。なお、まちづくり協議会の役割は、「地区のまちづくり計画に掲げ
る将来像の実現に向けて、地区住民や各種団体等のネットワーク化や相互補
完を図りながら、効率的かつ効果的に課題解決や地域活性化に取り組んでい
く」としている。すなわち、これまで見てきた自治会や各種の市民団体間の
6 『第 3 次下関市市民活動促進基本計画』（2016 年 3 月）資料編に基づく。
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ネットワークを目指すものであり、それは図 5 に示されるとおりである。
　2015 年 11 月現在、すでに 17 地区でまちづくり協議会が設置され、ほぼ市
内全域に組織されているという7。はたしてその活動実態はいかなるものか。と
りわけ地区の特性に応じて、活動内容や組織の構成に違いがあるのかについ
て、自治会活動や市民活動の実態把握と併せて今後の研究課題としたい。
 
上段は想定地区の仮称
下段（ ）は想定地区内の中学校名
　　　　　　　（出典：『下関市住民自治によるまちづくり推進計画』（2015）p4）
図 4　まちづくり協議会の想定地区（参考）
7 まちづくり推進部まちづくり支援課のヒアリングに基づいている。
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まちづくり
福祉
その他
その他団体
教育
環境
地域のネットワーク
まちづくり協議会
　　　　　　　　　　　　　（出典：図 4 に同じ。p9）
図 5　まちづくり協議会概念図
4．地域資源としての「外国人＝都市間交流」
　次に、「外国人＝都市間交流」について取り上げる。「総合戦略」に示され
た「交流人口の増加」は、観光客を交流人口と位置づけ、とくに外国人観光
客の受け入れについて強化するとある。下関市は、『下関市観光交流ビジョ
ン 2022』を策定し、市民、観光関連業者、行政が協働して行うとしている。
そこで、本章では、下関市におけるコリアンタウンを生かした商店街の活性
化事業に注目し、地域資源としての「外国人＝都市間交流」の実態と可能性
について分析する。下関市は戦前から戦中、戦後にいたるまで、日本と朝鮮
半島を結ぶ要地であり、釜山市との地域連携が盛んな地方都市である。ここ
で取り上げる下関市の商店街の活性化事業は、行政側から韓国色を用いた商
店街の地域振興を提案している点で注目される。以下では、商店街が韓国色
の地域振興をどう受け止め、展開されたのか、商店街の地域振興に海外との
交流がどのような意味をもつのかを検証する8。
8 下関市における聞き取り調査は、下関市総合政策部国際課および産業振興部
産業振興課、下関商工会議所、光明寺の 5 対象に 2016 年 3 月及び 11 月に行っ
た。また、11 月 23 日は「リトル釜山フェスタ」への参与観察も行った。
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（1）韓国・釜山との移住と来訪の歴史と現在
①韓国朝鮮人人口の減少
　2015 年 10 月現在、下関市の人口は 27 万 2,725 人である。下関市の外国
人数は 3,370 人（全人口の 1.2％）で、そのうち韓国朝鮮人9 は 2,334 人（全人
口の 0.8％）である。韓国朝鮮人は 1980 年の 5,469 人から、2015 年の 2,234
人へとマイナス 59％の減少率を示している。韓国朝鮮人構成比も 1980 年の
96.6％であったものが、2015 年には 66.2％にまで低下した。絶対数は少ない
ものの、1980 年に 26 人であった中国人は、2015 年には 572 人へ増加する。
下関市の韓国朝鮮人の減少と中国人の増加という傾向は、全国に共通してみ
られる傾向である。
　下関市の韓国朝鮮人人口の特徴は、東京・大阪などの大都市に比べると
1980 年代にみられるニューカマー韓国人の流入が少なく、オールドカマー
韓国朝鮮人が大半を占めている点であり、オールドカマーとの結婚等で韓国
からやってきた女性が多く定着していると推察される。
表 2　下関市の外国人登録人口
1980 1990 2000 2010 2015 80-90 90-00 00-10 10-15 90-15
総数 5,660 5,242 4,244 3,734 3,370 -7.4% -19.0% -12.0% -9.7% -40.5%
韓国・朝鮮 5,469 5,014 3,892 2,682 2,234 -8.3% -22.4% -31.1% -16.7% -59.2%
中国 26 65 170 659 574 150.0% 161.5% 287.6% -12.9% 2107.7%
アメリカ 26 24 25 23 29 -7.7% 4.2% -8.0% 26.1% 11.5%
そのほか 35 139 139 370 533 297.1% 0.0% 166.2% 44.1% 1422.9%
（出典：国勢調査）
②下関市の韓国朝鮮人社会
　下関市は、1905 年の関釜連絡船の就航によって、多くの朝鮮人が上陸し
た場所である。1918 年から 1931 年までの 14 年間の渡来者は 122 万人、帰
国者 95 万人、国内残留者 29 万人となる（下関市　1958：698）。当時、行き
場のない朝鮮人を救済するために、公益法人山口県社会事業協会によって昭
9　 本稿は、下関市における朝鮮半島・済州島出身者およびその子孫をについて、
戦前は「朝鮮人」、戦後は「韓国朝鮮人」と区分して使うことにする。
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和館（1928 年～ 1945 年）という保護施設が大坪町に開設された。昭和館の
事業内容は旅費貸与、宿泊提供、給食、職業紹介、各種相談などであり、終
戦時まで続いた（下関市　1958：698）。
　終戦後、下関駅には 1 万人を超える朝鮮人が集まった（島村  2000：16）。
1955 年の国勢調査によれば、下関市の朝鮮人人口は 7,625 人となる。多くの
朝鮮人はトンネ（韓国語でまちという意味）といわれる集住地域で定着した。
また、下関駅近くに闇市を形成し、その後、竹崎長門市場というコリアンマー
ケットとなった。
　では、下関の韓国朝鮮人はどのような仕事に就いたのか。下関のトンネを
調べた島村によると、下関の韓国朝鮮人は 1945 年～ 50 年ごろまでは闇市で
の商売とどぶろくづくり、養豚などであり、その後スクラップ収集、仲仕や
土木作業などの底辺の仕事に就いていたと述べる（島村　2000：17-18）。韓
国朝鮮人のトンネは 1945 年から 1960 年ごろが最も活気があったという（島
村　2000：18）。当時のトンネの活気は、韓国朝鮮人による宗教組織の形成
にも示されている。トンネの韓国朝鮮人は、韓国寺や在日基督教会という宗
教組織を中心に日常的に集まった。そのひとつが韓国寺の光明寺である。
③光明寺
　光明寺は、大韓仏教曹渓宗に属する韓国寺である。1938 年に福岡市で創
建された光明寺は、1948 年に下関市に移転した。福岡県筑豊から炭鉱で死
んだ朝鮮人の遺骨を抱いた僧が母国に帰ろうとこの地にきたことに始まる
（朝日新聞 1989 年 6 月 19 日朝刊）。
　光明寺の住職は、1982 年に韓国から派遣されてから約 30 年間務めたが、
2016 年に亡くなって、その後韓国から新住職が派遣された。新住職は前任
者の親戚にあたり、50 歳代の男性である。新住職によると、光明寺の信者
は済州島や釜山出身の人々が多く、とくに 1 世女性が中心に寺を運営してき
たと述べている。新住職はこれから寺を運営していくために、信者を増や
していくことが課題であるという。光明寺の行事に参加する韓国朝鮮人は、
1989 年には約 250 人であった（朝日新聞 1989 年 6 月 19 日朝刊）が、2016
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に光明寺の行事に実際参加する信者は約 20 人である。1世女性は、「昔は賑
やかで楽しかったが、いまは寂しい」と信者が減少していく寺の変化を述べ
る。光明寺は 1世女性が日常的に集まる場であり、韓国のお寺とつながる場
であると考えることができる。
④ボッタリチャンサ（行商人）の台頭
　下関市の韓国朝鮮人は、1970 年の関釜フェリーの就航にともなって、釜
山市と本格的に交流することとなった。こうした交流で特に注目されたのが、
ボッタリチャンサ（意味は風呂敷商売）という行商人の台頭であった。ボッ
タリチャンサは韓国語でボッタリは風呂敷、チャンサは商売を意味する。ボッ
タリチャンサとは、「下関・釜山双方で商品を仕入れ、それをそれぞれの地
に持ち込んでうる商売で、主に中年以上の女性の副業となっている」（島村
2000：18）。ボッタリチャンサの行商人は、「ボッタリ」とも呼ばれる。ボッ
タリたちが扱う商品は生活必要品から電化製品まで実に多様である。2002
年にボッタリたち日本から韓国へもっていくものは、玄米茶、薬品、コマ油、
梅干し、高級果物、炊飯器などであるのに対して、韓国から日本にもってく
るものは、衣類、タオル、インスタントラーメン、海苔、野菜、朝鮮人参な
どである（島村　2002：5）。注目すべきは、ボッタリはモノを売買するだけ
ではなく、口コミで情報を伝えて、下関と釜山をつなぐ人的ネットワークを
形成したことである。ボッタリの口ごみによって、お見合いをし、結婚した
ケースがあるという（島村　2000：5）。
　このように、戦前の下関市は多くの朝鮮人が来住する場所であった。戦後
から 1960 年代にかけて、下関市の韓国朝鮮人は集住地域を形成し、韓国寺
などの宗教組織に日常的に集まりながら、民族的なつながりを保持してき
たといえる。1970 年代に出現したボッタリという行商人の活動についても、
都市交流の視点からみていく必要がある。
（2）下関市と釜山市の都市交流
　では、下関市と釜山市の都市交流はどのように展開したのか。まず、1905
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年に開設した関釜連絡船は 1945 年に閉航されたが、1970 年に関釜フェリー
が就航されることとなった。関釜フェリーによって、下関市と釜山市の都市
間交流は本格的に展開するようになった。両市は、1960 年代に高校生の交
流（1966 年）、小学校教員派遣（1969 年）などの人的交流を開始して、スポー
ツの交流をも行ってきた。また、下関市と釜山市は1976年10月の「姉妹都市」
の連携を結ぶようになった。両市の交流は、スポーツ交流はもちろん、経済
的な交流へと多様に展開していった。下関市は釜山との連携を地域振興に有
効な地域資源とみなして、まちづくりに活かすこととなった。以下では、下
関市の地域振興において、釜山市との交流がもつ意味について検討したい。
表 3　釜山広域市との主な交流
1965 年 日韓基本条約の締結により国交正常化
1966 年 下関市に韓国領事館の設置（1980 年総領事館に昇格）
1970 年 定期航路関釜フェリー就航
1976 年 釜山広域市との姉妹都市の盟約を調印
1988 年 下関港国際ターミナルの完成
1992 年 釜山広域市と職員交換制度開始
2001 年 リトル釜山フェスタ開催
2004 年 馬関まつりで朝鮮通信使の行列の再現
2015 年 釜山港新旅客ターミナルの使用開始
資料）下関市『市報しものせき』2016 年 9 月号 5ページより著者作成。
（3）リトル釜山フェスタの経緯と展開
　ここでは、下関市が抱えている中心商店街の不在という地域問題を取り上
げる。なぜなら、下関市は、韓国色を生かす方法で商店街活性化事業を試み
ているからである。ここで検討の対象となるのは、グリーンモール商店街の
リトル釜山フェスタである。
①グリーンモール商店街
　グリーンモール商店街の前身は、戦後直後にできた露店商の密集した闇
市であり、その後長門竹崎市場として整備された。戦後、JR下関駅の北側
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にあたる邦楽座通り（現在の竹崎町 2丁目）に都市整備が続けられ、1976
年 9 月に買い物公園通りが完成し、グリーンモールと命名された（下関市　
1989：200）。完成当時のグリーンモール商店街には多くの買い物客が訪れた
が、1977 年 10 月にシーモール下関という商業施設のオープンによって、グ
リーンモール商店街への買い物客が減ってきた（山本　2003：64）。
　2000 年代になると、グリーンモール商店街には約 100 店舗があり、そのう
ち 3割ほどは韓国朝鮮人が経営する店舗である（朝日新聞 2002 年 4 月 18 日
夕刊）。グリーンモール商店街には韓国朝鮮人の飲食店と食材店が混在して
おり、釜山市と下関市を行き来するボッタリの拠点であるという点で「リト
ル釜山」とも呼ばれる。下関市役所と商工会議所は「リトル釜山」という韓
国色に着目し、「リトル釜山フェスタ」（以下、フェスタとする）という地域
祭りを「中心市街地活性化事業」という名目で行うことを商店街に提案した。
図 6　下関市とグリーンモール商店街
資料）下関市地図は下関市役所ホームページ、グリーンモール商店街は山本克也　2003「グリーンモー
ル商店街成果とリトル釜山の街づくり」『構造改革下における地域経営の課題と展望』65ページより
著者作成。
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写真 1　グリーンモール商店街の入口にある楼門「釜山門」（2016 年 3月著者撮影）
②「リトル釜山フェスタ」の経緯（1999 年～ 2000 年）
　ここで取り上げる「中心市街地活性化基本計画」は 1999 年に策定したも
のである。具体的に、JR 下関駅から唐戸地区にかけてのウォーターフロン
ト地区（230ha）を区域として グリーンモール商店街と唐戸商店街の 2 カ
所を活性化の対象として指定した。2000 年に、下関市は下関商工会議所を
TMO（街づくり機関）と認定し、商工会議所は「中心市街地活性化基本構想」
を策定した。商工会議所は、「ソウルの買い物名所の東大門市場のように安
価な衣料品も品ぞろえし、日本の若者を引き付ける活気のある商店街に発展
してほしい」（日経新聞 2001 年 10 月 11 日地方経済面広島）という構想をも
とに、韓国の成功モデルをと取り入れた地域振興を提案した。それはグリー
ンモールを「コリアンタウン」として整備していくという構想であった。当
時、韓国色をいれるという構想に対する反対意見が強く、「アジアンタウン」
へと変更して、「アジアンフェア」を提案したのである。そこで、韓国色を
とりいれた構想に賛成する人々が反対の人々を説得して、フェスタを推進す
ることとなった。しかし、商工会議所はフェスタの集客に不安があったため、
「下関さかな祭り」という以前からやってきた下関市の祭りと同時に開催す
る方法を選んだのである。
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③「リトル釜山フェスタ」の展開（2001 年～現在）
　第 1回目のフェスタは 2001 年 11 月 23 日に開催された。2001 年は下関市
と釜山市の友好姉妹都市を提携して 25 周年となる時期でもある。フェスタ
を開催した結果として、①一定の集客（約 2万人）に成功したこと、②「リ
トル釜山フェスタをやってよかった」（商工会議所での聞き取り調査の結果）
という意見が聞かれ、韓国色をいかした地域振興に反対する意見も少なく
なったことの 2点が挙げられる。当時、日韓ワールドカップ（2002 年）や「冬
のソナタ」放映（2003 年）による韓流ブームという社会背景もブラスの要
因として作用した。フェスタの集客が高まるにつれて、2005年から農業祭（JA
農協）も同時開催することとなった。2016 年には「下関さかな祭り」（下関
漁港）、「農業まつり」（JA農業）、「豊前田満ぷくフェスタ」（豊前田商店街）
が同時に開催された。
　フェスタ事業を支援するために、国・県・市は「商店街など活性化事業補
助金」として約 300 万円の財政支援を行った。2回目の事業は 160 万円の財
政支援があり、そのうち 80 万円は市の補助金であった。3回目と 4回目、5
回目、そして 6回目のフェスタ予算は 150 万円で、そのうち市の補助金は
50 万円であった。2006 年以後、フェスタに補助金を出すために実施した「韓
国ランタンフェスタ」は、フェスタ事業の収支が均衡に近づいてきたので、
2016 年に取りやめることとなった。2016 年現在、フェスタは、市と商工会
議所、商店街組織の協力体制によって、自主的な財源で開催するにいたる。
④グリーンモール自治繁栄会（振興組合）
　以上のフェスタ事業の担い手として、グリーンモール商店街の自治繁栄会
が挙げられる。自治繁栄会のメンバーは商工会議所からリトル釜山フェスタ
の計画を引き受け、実行委員会として関わった。韓国焼肉店を営む韓国朝鮮
人も商店街の活性化に参加した。こうした韓国朝鮮人と日本人の協力につい
て、自治繁栄会会長のN氏は、「10 年までは考えられなかった」（朝日新聞
2002 年 4 月 18 日夕刊）と語った。2009 年に自治繁栄会を法人化し、「グリー
ンモール商店街振興組合」（以下、振興組合とする）を設立した。2011 年に
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振興組合は、コリアンタウンを広報する場として邦楽座別館をオープンして、
韓流スターのグッズや韓国コスメ商品を集めて販売することとなった（朝日
新聞 2011 年 5 月 8 日朝刊）。2016 年現在、フェスタは国際課や商工会議所
の担当者、振興組合会員が中心となって推進しているが、韓流に関心をもつ
若年層の意向を取り入れるために、若手メンバーの参画が今後必要となろう。
⑤下関の韓国朝鮮人と「リトル釜山フェスタ」
　では、商店街の韓国朝鮮人はフェスタにどう向き合うのか。韓国朝鮮人と
してフェスタに関わったのは、焼肉店の経営者である。韓国朝鮮人は日本
人と協力して積極的にフェスタの実施に取り組んできた。また、韓国食材
店を営む韓国朝鮮人 2世の男性と韓国出身の奥さん（50 歳代後半）からは、
「フェスタで町が盛り上がるし、楽しみである」という好意的な意見を示した。
2016 年のフェスタの際に、韓国の飲食店や食材店は店先に韓国食材や韓国
料理などを販売しており、積極的にフェスタに関わる様子であった。
　次に、下関市の韓国朝鮮人はフェスタをどうとらえているのか。在日本大
韓民国民団山口県地方本部ならびに下関支部は、リトル釜山フェスタのチラ
シに広告を掲載している。また、山口朝鮮小中級学校の母親からなる「オモ
ニの会」もフェスタに出店を出している。オモニの会は、文化交流を通じて、
街を盛り上げるという意味でフェスタに参加しているという。
　フェスタの開催によって、①商店街の韓国朝鮮人がまちづくりの担い手に
なってきたこと、②下関市の韓国朝鮮人がフェスタを文化交流の場として受
け入れて参加していることの 2つの傾向がみられた。
（4）リトル釜山フェスタの成果と課題
　グリーンモール商店街は、市や商工会議所の働きかけを主体的に受けとめ、
韓国色をいかしたまつりを展開して、毎回 2万人～ 4万人の集客がみられる
という成果を上げることができた。そのほかの成果としては、①今まで負の
イメージをもつコリアンタウンを地域資源として位置付けて、釜山との都市
交流（下関市との姉妹都市関連行事、釜山市の民団団体のイベント参加等）
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を商店街の活性化に取り組んできたことで、地域社会と韓国釜山との交流を
取り入れたローカルな地域まちづくりがいかに実現するのかどうか、その可
能性を示したこと、②商店街の活性化を推進する過程において、商店主（日
本人、韓国朝鮮人）の立場や意向を明確にし、地域や行政、民間の意向を反
映した「協同」型のまちづくりであること、④下関市の韓国朝鮮人は、民族
文化という資源をフェスタに提供し、商店街の活性化に協力していることが
挙げられる。
　しかし、フェスタは年 1 回のイベントとしては成功しているものの、商店
街の集客力が高まらないという課題を抱えている。また、フェスタを続ける
ために、近年の日本と韓国をめぐる政治や社会状況の変化にどう向き合うか
という新しい課題もある10。今後のフェスタの推進過程のなかで、こうした
課題の解決へ向けて方向性を提示していくことが重要となろう。
5．おわりにー地域資源の再規定と地方創生
　本稿は、人口減少時代における地方の再生のありかを探るために、「山口県
下関市」を事例として、「住民・市民活動」と「外国人・都市間交流」という
2 つの地域資源が地域の再生にどのように有効であるのかを検証してきた。
　では、下関市の地方創生について、今後の課題を述べる。
　1 つ目は、住民・市民活動である。下関市は人口約 26 万人の中規模都市で、
2005 年に旧下関市と旧豊浦郡 4 町の合併に伴って、コミュニティの再編とい
う地域課題を抱えている。自治会と市民団体の実態からみると、自治会への
加入は低下傾向にあるのに対して、市民団体間・地域間のつながりは高くなっ
ている傾向にある。2016 年現在、住民自治のまちづくりをめざす「まちづく
り協議会」が下関市の 17 地区で設置されており、団体間の協働を生かしたま
10 2016 年 12 月に韓国釜山市の日本総領事館の前に慰安婦問題を象徴する少女像
が設置された問題をめぐり、釜山市と姉妹都市となっている福岡市と山口県
下関市は、両国の関係悪化を心配することが広がっている（朝日新聞 2017 年
1 月 14 日朝刊）
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ちづくりを探っている。下関市の地域創生は、ハード面より、ソフトの面で
の「住民・市民活動」という地域資源を生かす形で進んでいるといえる。し
かし、市内 17 地区でまちづくり協議会が設置されたものの、はたしてその活
動実態はいかなるものか、とりわけ地区の特性に応じて、活動内容や組織の
構成に違いがあるのかについて、自治会活動や市民活動の実態把握と併せて
今後の研究課題としたい。
　2 つ目は、外国人・都市間交流である。下関市は、①韓国朝鮮人の集住地
域の存在と文化の継承（食文化や伝統文化など）、②韓国釜山市との交流の
歴史という 2 つの地域資源に着目し、2001 年に韓国色を取り入れた「リトル
釜山フェスタ」という地域振興を地元の商店街組織（振興組合）に提案し、
すでに 15 年が経過した。その結果、フェスタは毎回 2 万人～ 4 万人の集客
がある点では一定の成果をあげているが、「年 1 回街を盛り上げる」というレ
ベルにとどまっている。地方創生の重要課題である持続可能な商店街づくり
がいかに可能かという見通しが描きにくい。この点から、韓流ブームに伴っ
て日本人観光客という新たな客層が増加した大阪・生野コリアンタウンの事
例と比較検討し、中心商店街の活性化を実現する要因を把握することを今後
の課題としたい（八木・谷　2014）。
　なお、交流人口の視点から、関釜フェリーで下関にやってくる韓国観光客
や中国クルーズ船が上海と済州道を経て下関港に寄港した観光客をどう受け
入れていくかが問われている。この点についても今後の研究課題としたい。
〈付記〉
　本稿の執筆は、1、2、3 を和田が、4、5 を魯が分担した。
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